【記載例】

様式第１号（第4条関係）
令和４年　　月　　日
福島県知事　様　　
　　　　　　　　グループの名称
中小企業等グループ代表事業者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者職氏名
                                　　ＴＥＬ　　　　　　ＦＡＸ
                                　　Ｅ－mail
中小企業等グループ補助金補助事業復興事業計画
（令和３年及び令和４年福島県沖地震）認定申請書
令和　　年度において実施する中小企業等グループ補助金補助事業復興事業計画（令和４年福島県沖地震）に係る復興事業計画の認定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　事業計画の目的
　　○○地域において令和４年福島県沖地震からの復旧のため○○事業を構成員一丸となっ
て取り組んでいく。
２　事業計画に要する経費

事業に要する経費　　　　　　  　　　金           83,390,000円
（補助金申請予定額※千円未満切捨　金　　　　　 59,670,000円）
　　　　（自己資金額　　　　　　　　  　　金　　　　　 23,720,000円）
　　　　（その他　　　   　　　　　　 　　金　　　　　　　　　　0円）


３　中小企業等グループの参加企業数

　　　企業・団体数　　　　　　　１００社

（中小企業　　　　　　　　８２社）
　　　　（中小企業以外　　　　　　１８社）

４　事業完了（予定）年月日　　　令和５年３月３１日

○　添付書類
☑ （別紙１）中小企業等グループ補助金補助事業復興事業計画（令和３年及び令和４年福島県
沖地震）計画書
☑ （別紙２）中小企業等グループ補助金補助事業復興事業計画（令和３年及び令和４年福島県
沖地震）構成員別復興事業計画書
☑ （別紙３）暴力団排除に関する誓約書（役員等名簿を添付）
☑　その他知事が定める書類
日付を忘れずに！








グループの名称も要記載








法人は法人登記の所在地、個人事業主は住民票と一致するように記載してください。





事業に要する経費は別紙1「3施設・設備の復旧整備等の内容（グループ全体）」の見積金額合計と同じ金額を記載、補助金申請予定額は同ページの補助金要望額合計と同じ金額になるように記載してください。自己資金とその他の欄は、事業に要する経費から、補助金申請予定額を引いて内訳を記載してください。





名称には、法人は法人名、個人事業主は屋号を記載してください。


代表者名には、法人は職・氏名を、個人事業主は事業主の氏名を記載してください。





中小企業等グループ参加企業数及びその内訳を記載してください。





一律でこの日付を入れてください。











